［様式3-1］※地方公共団体・民間事業者など（消費税免税事業者）用


申請者概要説明書（実施団体が民間事業者等の場合のみ）

（１）申請者の概要
	実施団体名
	

	代表者の役職及び氏名
	

	担当者の役職及び氏名
	

	業種及び主要事業内容
	

	所在地
	

	設立年
	
	資本金
（単位：千円）
	千円

	従業員数（単位：人）
	
	支店・店舗数
	

	担当者の連絡先
（電話番号・E-mail）
	電話番号：
E-mail：



（２）株主構成
	№
	氏名・役職
	住所
	株数
	額

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	その他
	
	
	

	合　　　計
	
	



（備考）
１．定款、登記簿抄本を添付すること。
２．株主構成については、№１～№５に株数が多いものを降順で記載し、№６にその他としてまとめて記載すること。

（３）経営状況表
	
	　　年度
	　　年度
	　　年度

	
	(　年　月　日
～　年　月　日)
	(　年　月　日
～　年　月　日)
	(　年　月　日
～　年　月　日)

	売上高
	Ａ
	
	
	

	営業費用
	Ｂ
	
	
	

	営業利益
	Ｃ
	
	
	

	営業外収益
	Ｄ
	
	
	

	営業外費用
	Ｅ
	
	
	

	経常利益
	Ｆ
	
	
	

	流動資産
	Ｇ
	
	
	

	流動負債
	Ｈ
	
	
	

	自己資本
	Ｉ
	
	
	

	総資産（本）
	Ｊ
	
	
	

	総資産（本）
経常利益率
	Ｆ
Ｊ
	×100
	
	
	

	売上高
経常利益率
	Ｆ
Ａ
	×100
	
	
	

	自己資本
比率
	Ｉ
Ｊ
	×100
	
	
	

	流動比率
	Ｇ
Ｈ
	×100
	
	
	

	経常収支
比率
	Ａ＋Ｄ
Ｂ＋Ｅ
	×100
	
	
	


（備考）
１．本資料は、過去３期の財務諸表により作成すること。
２．金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は、小数第２位を四捨五入して小数第１位まで記載すること。
３．直近３ヶ年の貸借対照表、損益計算書を添付すること。
４．創業後間もない企業は将来３期の経営状況表を作成すること。
５．本表での売上高は、本業による営業収益にその他の営業収益を加算したものをいう。

（４）財務状況、直近の売上状況及び見通し　
※「（３）経営状況表」や添付した「貸借対照表」及び「損益計算書」において、債務超過や負債・赤字が大きい場合には、今後の対処方針を記載すること。　
	



（５）資金調達内訳
	区分
	事業に要する経費（円）※税込
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
（本事業の補助金）
	
	

	その他
	
	

	合計額
	様式１の事業費と一致させること
	



　（６）補助金相当額
	区分
	補助金相当額（円）※税込
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	合計額
	（５）の補助金と一致させること
	



（注１）補助金の支払いは、原則として補助事業終了後の精算払いとなるため、補助事業実施期間中に発生する支払いのため、実施団体において補助金相当分の資金を確保する必要がある。
[bookmark: _Hlk131150072]（注２）地方公共団体などの補助金の交付を受ける場合は「その他」に記載すること。他方、本事業では、同一の取組について、重複して国の補助金などの交付を受けることはできないので留意されたい。




